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説  明  書 
 

議案第19号 島田市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例につい

て 

令和６年６月に公布された子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第47号）の施行による子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の改正

に伴い、特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定めるため、新たに条例を制

定し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

 

議案第20号 島田市行政手続条例の一部を改正する条例について 

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基

本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第63号）の施行による行政手続法（平成

５年法律第88号）の改正に合わせ、不利益処分をしようとする場合に必要となる「聴

聞」及び「弁明の機会の付与」の意見陳述手続の通知を公示送達によって行う場合に

ついて、インターネットによる公表を前提とするため、条例の一部を改正し、令和８

年５月21日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第21号 島田市手数料条例の一部を改正する条例について 

静岡県手数料徴収条例の一部を改正する条例（令和７年静岡県条例第55号）の施

行による県の手数料の改定に合わせ、開発行為許可申請手数料、建築物に関する建築

確認申請等手数料、屋外広告物許可申請手数料等について同様の改定を行うため、条

例の一部を改正し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第22号 島田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例について 

令和７年11月に公布された乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の一

部を改正する内閣府令（令和７年内閣府令第96号）の施行に伴い、設備及び職員の基

準の特例を定めるとともに、文言等について所要の改正を行うため、条例の一部を改

正し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第23号 島田市老人デイサービスセンター条例の一部を改正する条例について 

島田市老人デイサービスセンターのうち伊久身デイサービスセンターついて、こ

れまで利用実績がなく今後も利用の見込みがないことから廃止するため、条例の一部

を改正し、指定管理者の更新に合わせ令和９年４月１日から施行しようとするもので

す。 

参考は、別紙のとおりです。 



議案第24号 島田市介護保険条例の一部を改正する条例について 

令和７年12月に公布された介護保険法施行令の一部を改正する政令（令和７年政

令第420号）の施行に伴い、令和８年度の保険料率の算定に関する所得の額の算定方

法の特例の規定を設けるため、条例の一部を改正し、令和８年４月１日から施行しよ

うとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第25号 島田市訪問看護事業に関する条例の一部を改正する条例について 

近年の物価高騰等を受け、市の訪問看護事業における保険適用外事業利用料等の

適正化を図るため、条例の一部を改正し、令和８年４月１日から施行しようとするも

のです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第26号 島田市立学校施設の使用に関する条例の一部を改正する条例について 

学校屋内運動場の空調設備の整備に伴い、一般開放事業においても学校屋内運動

場使用時に冷暖房の使用を許可し、使用料を徴収できるようにするため、条例の一部

を改正し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第27号 島田市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

島田市水道料金等審議会に諮問した「島田市水道料金の見直し」について、令和

７年12月16日に答申書が提出されたことを受け、その内容を踏まえ、水道料金の改定

を行うため、条例の一部を改正し、令和９年４月１日から施行しようとするもので

す。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第28号 第３次島田市総合計画の策定について 

島田市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るため、令和８年度から令和

15年度までを計画期間とする第３次島田市総合計画の策定について、島田市総合計画

の策定等に関する条例（平成25年条例第42号）第６条の規定により、議会の議決を求

めるものです。 

参考は、別冊のとおりです。 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市行政手続条例  

 

 

 

（聴聞の通知の方式） 

第15条 省略 

２ 省略 

３ 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合において

は、第１項の規定による通知を、公示の方法によって行うことができる。 

 

 

 

 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、第１

項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載

した書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公示事項」とい

う｡)を規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く

とともに、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示し、又

は公示事項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をす

ることができる状態に置く措置をとることによって行うものとする。この場合にお

いては、当該措置を開始した日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に

到達したものとみなす。 

（代理人） 

第16条 前条第１項の規定による通知を受けた者（同条第４項後段の規定により当該

通知が到達したものとみなされる者を含む。以下「当事者」という｡)は、代理人を

選任することができる。 

２ 

  省略 

４ 

 

（続行期日の指定） 

第22条 省略 

２ 省略 

３ 第15条第３項及び第４項の規定は、前項本文の場合において、当事者又は参加人

の所在が判明しないときにおける通知の方法について準用する。この場合におい

て、同条第３項及び第４項中「不利益処分の名宛人となるべき者」とあるのは「当

事者又は参加人」と、同項中「とき」とあるのは「とき（同一の当事者又は参加人

に対する２回目以降の通知にあっては、当該措置を開始した日の翌日）」と読み替

えるものとする。 

議案第20号 
参   考 
 
 
 

～ 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（聴聞の通知の方式） 

第15条 省略 

２ 省略 

３ 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合において

は、第１項の規定による通知を、その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事

項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交

付する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示することによって行うことができ

る。この場合においては、掲示を始めた日から２週間を経過したときに、当該通知

がその者に到達したものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（代理人） 

第16条 前条第１項の規定による通知を受けた者（同条第３項後段の規定により当該

通知が到達したものとみなされる者を含む。以下「当事者」という｡)は、代理人を

選任することができる。 

２ 

  省略 

４ 

 

（続行期日の指定） 

第22条 省略 

２ 省略 

３ 第15条第３項の規定は、前項本文の場合において、当事者又は参加人の所在が判

明しないときにおける通知の方法について準用する。この場合において、同条第３

項中「不利益処分の名宛人となるべき者」とあるのは「当事者又は参加人」と、

「掲示を始めた日から２週間を経過したとき」とあるのは「掲示を始めた日から２

週間を経過したとき（同一の当事者又は参加人に対する２回目以降の通知にあって

は、掲示を始めた日の翌日）」と読み替えるものとする。 

～ 
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（聴聞の再開） 

第25条 行政庁は、聴聞の終結後に生じた事情に鑑み必要があると認めるときは、主

宰者に対し、前条第３項の規定により提出された報告書を返戻して聴聞の再開を命

ずることができる。第22条第２項本文及び第３項の規定は、この場合について準用

する。 

 

（聴聞に関する手続の準用） 

第29条 第15条第３項及び第４項並びに第16条の規定は、弁明の機会の付与について

準用する。この場合において、第15条第３項中「第１項」とあるのは「第28条」

と、同条第４項中「第１項第３号及び第４号」とあるのは「第28条第３号」と、第

16条第１項中「前条第１項」とあるのは「第28条」と、「同条第４項後段」とある

のは「第29条において準用する第15条第４項後段」と読み替えるものとする。 
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（聴聞の再開） 

第25条 行政庁は、聴聞の終結後に生じた事情にかんがみ必要があると認めるとき

は、主宰者に対し、前条第３項の規定により提出された報告書を返戻して聴聞の再

開を命ずることができる。第22条第２項本文及び第３項の規定は、この場合につい

て準用する。 

 

（聴聞に関する手続の準用） 

第29条 第15条第３項及び第16条の規定は、弁明の機会の付与について準用する。こ

の場合において、第15条第３項中「第１項」とあるのは「第28条」と、「同項第３

号及び第４号」とあるのは「同条第３号」と、第16条第１項中「前条第１項」とあ

るのは「第28条」と、「同条第３項後段」とあるのは「第29条において準用する第

15条第３項後段」と読み替えるものとする。 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市手数料条例  

 

 

 

別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

33 都市計画法第29条

第１項及び第２項

の規定に基づく開

発行為の許可の申

請に対する審査 

開発行為許

可申請手数

料 

主として

自己の居

住の用に

供する住

宅の建築

の用に供

する目的

で行う開

発行為 

 

省略 

 

開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

22,200円 

開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

43,300円 

    開発区域の面積

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

86,100円 

    開発区域の面積

が１ヘクタール

以上３ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

130,100円 

    開発区域の面積

が３ヘクタール

以上６ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

169,900円 

     

省略 

 

    開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

300,500円 

   主として

住宅以外

の建築物

で自己の

業務の用

に供する

ものの建

築又は特

定工作物

で自己の

業務の用

に供する

 

省略 

 

   開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

30,400円 

   開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

64,600円 

   開発区域の面積 申 請 １ 件 に つ き

議案第21号 
参   考 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

33 都市計画法第29条

第１項及び第２項

の規定に基づく開

発行為の許可の申

請に対する審査 

開発行為許

可申請手数

料 

主として

自己の居

住の用に

供する住

宅の建築

の用に供

する目的

で行う開

発行為 

 

省略 

 

開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

22,000円 

開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

43,000円 

    開発区域の面積

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

86,000円 

    開発区域の面積

が１ヘクタール

以上３ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

130,000円 

    開発区域の面積

が３ヘクタール

以上６ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

170,000円 

     

省略 

 

    開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

300,000円 

   主として

住宅以外

の建築物

で自己の

業務の用

に供する

ものの建

築又は特 

定工作物

で自己の

業務の用

に供する

 

省略 

 

   開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

30,000円 

   開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

65,000円 

   開発区域の面積 申 請 １ 件 に つ き
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ものの建

設の用に

供する目

的で行う

開発行為 

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

119,600円 

    

省略 

 

   開発区域の面積

が３ヘクタール

以上６ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

270,100円 

   開発区域の面積

が６ヘクタール

以上 10ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

339,700円 

   開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

480,300円 

   その他の

開発行為 

開発区域の面積

が0.1ヘクタール

未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

86,100円 

    開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

130,300円 

    開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

190,300円 

    開発区域の面積

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

260,400円 

    開発区域の面積

が１ヘクタール

以上３ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

390,400円 

     

省略 

 

    開発区域の面積

が６ヘクタール

以上 10ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

660,100円 

    開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 1 件 に つ き

869,800円 

34 都市計画法第35条の

２の規定に基づく開

発行為の変更の許可

の申請に対する審査 

開発行為変更

許可申請手数

料 

  申請１件につき次

に掲げる額を合算

した額。ただし、

その額が869,800円
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ものの建

設の用に

供する目

的で行う

開発行為 

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

120,000円 

    

省略 

 

   開発区域の面積

が３ヘクタール

以上６ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

270,000円 

   開発区域の面積

が６ヘクタール

以上 10ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

340,000円 

   開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 １ 件 に つ き

480,000円 

   その他の

開発行為 

開発区域の面積

が0.1ヘクタール

未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

86,000円 

    開発区域の面積

が0.1ヘクタール

以上0.3ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

130,000円 

    開発区域の面積

が0.3ヘクタール

以上0.6ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

190,000円 

    開発区域の面積

が0.6ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

260,000円 

    開発区域の面積

が１ヘクタール

以上３ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

390,000円 

     

省略 

 

    開発区域の面積

が６ヘクタール

以上 10ヘクター

ル未満のとき。 

申 請 1 件 に つ き

660,000円 

    開発区域の面積

が 10ヘクタール

以上のとき。 

申 請 1 件 に つ き

870,000円 

34 都市計画法第35条の

２の規定に基づく開

発行為の変更の許可

の申請に対する審査 

開発行為変更

許可申請手数

料 

  申請１件につき次

に掲げる額を合算

した額。ただし、

その額が870,000円
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を超えるときは、

869,800円とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) その他の変

更 に あ っ て

は、10,300円 

35 都市計画法第41条

第２項ただし書

（同法第35条の２

第４項において準

用する場合を含

む｡)の規定に基づ

く建築の許可の申

請に対する審査 

制限区域内

における建

築の特例許

可申請手数

料 

  申 請 １ 件 に つ き

46,100円 

36 都市計画法第42条

第１項ただし書の

規定に基づく建築

等の許可の申請に

対する審査 

予定建築物

等以外の建

築等許可申

請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

25,800円 

37 都市計画法第45条

の規定に基づく開

発許可を受けた地

位の承継の承認の

申請に対する審査 

開発許可を

受けた地位

の承継の承

認申請手数

料 

 承認申請をする

者が行おうとす

る開発行為が、

主として自己の

居住の用に供す

る住宅の建築の

用に供する目的

で行うもの又は

主として住宅以

外の建築物で自

己の業務の用に

供するものの建

築若しくは特定

工作物で自己の

業務の用に供す

るものの建設の

用に供する目的

で 行 う も の で

あって、開発区

域の面積が１ヘ

クタール未満の

ものである場合 

申 請 １ 件 に つ き

1,600円 

     

省略 

 

 

省略 

 

42 建築基準法（昭和25

年法律第201号）第

６条第１項の規定に

建築物に関す

る建築確認申

請等手数料 

 床面積

の合計

が 30平

申請等に

係る建築

物（以下

申請又は通知（以下こ

の項から45の２の項ま

でにおいて「申請等」
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を超えるときは、

870,000円とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) その他の変

更 に あ っ て

は、10,000円 

35 都市計画法第41条

第２項ただし書

（同法第35条の２

第４項において準

用する場合を含

む｡)の規定に基づ

く建築の許可の申

請に対する審査 

制限区域内

における建

築の特例許

可申請手数

料 

  申 請 １ 件 に つ き

46,000円 

36 都市計画法第42条

第１項ただし書の

規定に基づく建築

等の許可の申請に

対する審査 

予定建築物

等以外の建

築等許可申

請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

26,000円 

37 都市計画法第45条

の規定に基づく開

発許可を受けた地

位の承継の承認の

申請に対する審査 

開発許可を

受けた地位

の承継の承

認申請手数

料 

 承認申請をする

者が行おうとす

る開発行為が、

主として自己の

居住の用に供す

る住宅の建築の

用に供する目的

で行うもの又は

主として住宅以

外の建築物で自

己の業務の用に

供するものの建

築若しくは特定

工作物で自己の

業務の用に供す

るものの建設の

用に供する目的

で 行 う も の で

あって、開発区

域の面積が１ヘ

クタール未満の

ものである場合 

申 請 １ 件 に つ き

1,700円 

     

省略 

 

 

省略 

 

42 建築基準法（昭和25

年法律第201号）第

６条第１項の規定に

建築物に関す

る建築確認申

請等手数料 

 床面積の合計が30平

方メートル以下のも

の 

申請又は通知（以下こ

の項から45の２の項ま

でにおいて「申請等」
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基づく建築物に関す

る確認の申請に対す

る審査又は同法第18

条第３項の規定に基

づく建築物に関する

審査 

方メー

トル以

下のも

の 

この項か

ら45の項

までにお

いて「申

請等建築

物」とい

う｡)の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

という｡)１件につき

11,100円 

その他の

場合 

申請等１件につき

14,900円 

床面積

の合計

が 30平

方メー

トルを

超え、

100平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

19,100円 

その他の

場合 

申請等１件につき

29,200円 

床面積

の合計

が100平

方メー

トルを

超え、

200平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

25,300円 

その他の

場合 

申請等１件につき

40,200円 

床面積の合計が200

平方メートルを超

え、300平方メート

ル以下のもの 

申請等１件につき

53,200円 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

るのもの 

申請等１件につき

76,300円 

43 建築基準法第７条第

１項又は第18条第21

項の規定に基づく建

建築物に関す

る完了検査申

請等手数料 

 床面積

の合計

が 30平

申請等建

築物の全

てが建築

申請等１件につき

13,600円 
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基づく建築物に関す

る確認の申請に対す

る審査又は同法第18

条第３項の規定に基

づく建築物に関する

審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

という｡)１件につき

11,000円 

床面積の合計が30平

方メートルを超え、

100平方メートル以

下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

18,000円 

床面積の合計が100

平方メートルを超

え、200平方メート

ル以下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

27,000円 

床面積の合計が200

平方メートルを超え

るもの 

 

申請等１件につき

38,000円 

 

 

 

 

43 建築基準法第７条第

１項又は第18条第21

項の規定に基づく建

建築物に関す

る完了検査申

請等手数料 

 床面積の合計が30平

方メートル以下のも

の 

申請等１件につき

15,000円 
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築物に関する検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方メー

トル以

下のも

の 

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

（当該工

事が同法

第７条の

５に規定

する工事

であるも

の に 限

る。以下

この項か

ら45の項

までにお

い て 同

じ｡)であ

る場合 

その他の

場合 

申請等１件につき

19,300円 

床面積

の合計

が 30平

方メー

トルを

超え、

100平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

18,500円 

その他の

場合 

申請等１件につき

28,000円 

床面積

の合計

が100平

方メー

トルを

超え、

200平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

25,400円 

その他の

場合 

申請等１件につき

40,700円 

床面積の合計が200

平方メートルを超

え、300平方メート

ル以下のもの 

申請等１件につき

55,200円 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

申請等１件につき

60,900円 
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築物に関する検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積の合計が30平

方メートルを超え、

100平方メートル以

下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

19,000円 

床面積の合計が100

平方メートルを超

え、200平方メート

ル以下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

24,000円 

床面積の合計が200

平方メートルを超え

るもの 

申請等１件につき

33,000円 
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るのもの 

44 建築基準法第７条の

３第１項の規定によ

る中間検査を受けた

建築物に関する同法

第７条第１項の規定

に基づく完了検査又

は同法第18条第29項

の規定による検査を

受けた建築物に関す

る同条第21項の規定

に基づく検査 

中間検査を受

けた建築物に

関する完了検

査申請等手数

料 

 床面積

の合計

が 30平

方メー

トル以

下のも

の 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

12,600円 

 その他の

場合 

申請等１件につき

18,300円 

 床面積

の合計

が 30平

方メー

トルを

超え、

100平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

17,500円 

 その他の

場合 

申請等１件につき

27,000円 

 床面積

の合計

が100平

方メー

トルを

超え、

200平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

23,400円 

 その他の

場合 

申請等１件につき

38,700円 

 床面積の合計が200

平方メートルを超

え、300平方メート

ル以下のもの 

申請等１件につき

53,200円 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

るのもの 

申請等１件につき

58,900円 

45 建築基準法第７条の

３第１項又は第18条

第29項の規定に基づ

く建築物に関する検

査 

建築物に関す

る中間検査申

請等手数料 

 床面積

の合計

が 30平

方メー

トル以

下のも

の 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

申請等１件につき

13,600円 
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44 建築基準法第７条の

３第１項の規定によ

る中間検査を受けた

建築物に関する同法

第７条第１項の規定

に基づく完了検査又

は同法第18条第29項

の規定による検査を

受けた建築物に関す

る同条第21項の規定

に基づく検査 

中間検査を受

けた建築物に

関する完了検

査申請等手数

料 

 床面積の合計が30平

方メートル以下のも

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

14,000円 

 床面積の合計が30平

方メートルを超え、

100平方メートル以

下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

18,000円 

 床面積の合計が100

平方メートルを超

え、200平方メート

ル以下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

22,000円 

 床面積の合計が200

平方メートルを超え

るもの 

 

 

 

 

申請等１件につき

31,000円 

45 建築基準法第７条の

３第１項又は第18条

第29項の規定に基づ

く建築物に関する検

査 

建築物に関す

る中間検査申

請等手数料 

 床面積の合計が30平

方メートル以下のも

の 

 

 

 

 

申請等１件につき

14,000円 
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る建築物

である場

合 

その他の

場合 

申請等１件につき

19,900円 

 床面積

の合計

が 30平

方メー

トルを

超え、

100平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

17,900円 

その他の

場合 

申請等１件につき

28,000円 

 床面積

の合計

が100平

方メー

トルを

超え、

200平方

メート

ル以下

のもの 

申請等建

築物の全

てが建築

基準法第

６条の４

第１項各

号に掲げ

る建築物

である場

合 

申請等１件につき

24,000円 

その他の

場合 

申請等１件につき

39,500円 

 床面積の合計が200

平方メートルを超

え、300平方メート

ル以下のもの 

申請等１件につき

54,700円 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

るのもの 

申請等１件につき

56,700円 

45の

２ 

建築基準法第７条の

６第１項第１号若し

くは第２号又は第18

条第38項第１号若し

くは第２号（同法第

87条の４又は第88条

第１項において準用

する場合を含む｡)の

規定に基づく仮使用

の認定の申請に対す

る審査 

検査済証の交

付を受ける前

における建築

物等の仮使用

認定申請手数

料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

123,900円 

46 建築基準法第43条

第２項第１号の規

定に基づく建築の

認定の申請に対す

建築物の敷

地と道路と

の関係の建

築認定申請

  申 請 １ 件 に つ き

28,400円 

-22-



  

- 7 - 

 

 

 

 

 

 床面積の合計が30平

方メートルを超え、

100平方メートル以

下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

16,000円 

 床面積の合計が100

平方メートルを超

え、200平方メート

ル以下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

22,000円 

 床面積の合計が200

平方メートルを超え

るもの 

 

 

 

 

申請等１件につき

30,000円 

45の

２ 

建築基準法第７条の

６第１項第１号若し

くは第２号又は第18

条第38項第１号若し

くは第２号（同法第

87条の４又は第88条

第１項において準用

する場合を含む｡)の

規定に基づく仮使用

の認定の申請に対す

る審査 

検査済証の交

付を受ける前

における建築

物等の仮使用

認定申請手数

料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請等１件につき

120,000円 

46 建築基準法第43条

第２項第１号の規

定に基づく建築の

認定の申請に対す

建築物の敷

地と道路と

の関係の建

築認定申請

  申 請 １ 件 に つ き

27,000円 
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る審査 手数料 

47 建築基準法第85条

第６項の規定に基

づく仮設建築物の

建築の許可の申請

に対する審査 

仮設建築物

建築許可申

請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

123,900円 

 

48 建築基準法第86条

第１項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

総合的設計

による一団

地の建築物

の特例認定

申請手数料 

 建築物の数が２であ

る場合 

申 請 １ 件 に つ き

80,200円 

建築物の数が３以上

である場合 

申 請 １ 件 に つ き
80,200円に建築物の
数から２を減じた
数に29,500円を乗じ
て得た額を加算し

た額 

49 建築基準法第86条

第２項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

既存建築物

を前提とし

た総合的設

計による建

築物の特例

認定申請手

数料 

 建築物（既存建築物

を除く｡)の数が１で

ある場合 

申 請 １ 件 に つ き

80,200円 

建築物（既存建築物

を除く｡)の数が２以

上である場合 

申 請 １ 件 に つ き

80,200円に建築物の

数から１を減じた

数に29,500円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

50 建築基準法第86条

の２第１項の規定

に基づく同一敷地

内認定建築物以外

の建築物の建築の

認定の申請に対す

る審査 

同一敷地内

認定建築物

以外の建築

物の建築認

定申請手数

料 

  建築物（同一敷

地内認定建築物

を除く｡ )の数が

１である場合 

申 請 １ 件 に つ き

80,200円 

建築物（同一敷

地内認定建築物

を除く｡ )の数が

２以上である場

合 

申 請 １ 件 に つ き

80,200円に建築物の

数から１を減じた

数に29,500円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

51 建築基準法第86条

の５第１項の規定

に基づく複数建築

物の認定の取消し

の申請に対する審

査 

複数建築物

の認定の取

消し申請手

数料 

    申 請 １ 件 に つ き

6,700円に現に存す

る 建 築 物 の 数 に

12,500円を乗じて得

た額を加算した額 

52 建築基準法第86条

の６第２項の規定

に基づく建築物の

容積率、建ぺい

率、外壁の後退距

離又は高さに関す

る制限の適用除外

に係る認定申請に

対する審査 

一団地の住

宅施設に関

する都市計

画に基づく

建築物の容

積率、建ぺ

い率、外壁

の後退距離

又は高さに

関する制限

の適用除外

に係る認定

    申 請 １ 件 に つ き

28,400円 
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る審査 手数料 

47 建築基準法第85条

第６項の規定に基

づく仮設建築物の

建築の許可の申請

に対する審査 

仮設建築物

建築許可申

請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

120,000円 

48 建築基準法第86条

第１項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

総合的設計

による一団

地の建築物

の特例認定

申請手数料 

 建築物の数が２であ

る場合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円 

建築物の数が３以上

である場合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円に建築物の

数から２を減じた

数に28,000円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

49 建築基準法第86条

第２項の規定に基

づく複数建築物に

関する特例の認定

の申請に対する審

査 

既存建築物

を前提とし

た総合的設

計による建

築物の特例

認定申請手

数料 

 建築物（既存建築物

を除く｡)の数が１で

ある場合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円 

建築物（既存建築物

を除く｡)の数が２以

上である場合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円に建築物の

数から１を減じた

数に28,000円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

50 建築基準法第86条

の２第１項の規定

に基づく同一敷地

内認定建築物以外

の建築物の建築の

認定の申請に対す

る審査 

同一敷地内

認定建築物

以外の建築

物の建築認

定申請手数

料 

  建築物（同一敷

地内認定建築物

を除く｡ )の数が

１である場合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円 

建築物（同一敷

地内認定建築物

を除く｡ )の数が

２以上である場

合 

申 請 １ 件 に つ き

78,000円に建築物の

数から１を減じた

数に28,000円を乗じ

て得た額を加算し

た額 

51 建築基準法第86条

の５第１項の規定

に基づく複数建築

物の認定の取消し

の申請に対する審

査 

複数建築物

の認定の取

消し申請手

数料 

    申 請 １ 件 に つ き

6,400円に現に存す

る 建 築 物 の 数 に

12,000円を乗じて得

た額を加算した額 

52 建築基準法第86条

の６第２項の規定

に基づく建築物の

容積率、建ぺい

率、外壁の後退距

離又は高さに関す

る制限の適用除外

に係る認定申請に

対する審査 

一団地の住

宅施設に関

する都市計

画に基づく

建築物の容

積率、建ぺ

い率、外壁

の後退距離

又は高さに

関する制限

の適用除外

に係る認定

    申 請 １ 件 に つ き

27,000円 
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申請手数料 

53 建築基準法第86条

の８第１項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画に関す

る認定の申請に対

する審査 

既存の建築

物について

行われる２

以上の工事

の全体計画

に関する認

定申請手数

料 

    申 請 １ 件 に つ き

28,400円 

54 建築基準法第86条

の８第３項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画の変更

に関する認定の申

請に対する審査 

既存の建築

物について

行われる２

以上の工事

の全体計画

の変更に関

する認定申

請手数料 

    申 請 １ 件 に つ き

28,400円 

55 建築基準法第87条

の２第１項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画に関す

る認定の申請に対

する審査 

用途変更に

伴い既存の

建築物につ

いて行われ

る２以上の

工事の全体

計画に関す

る認定申請

手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

28,400円 

56 建築基準法第87条

の２第２項におい

て準用する同法第

86条の８第３項の

規定に基づく既存

の建築物について

行われる２以上の

工事の全体計画の

変更に関する認定

の申請に対する審

査 

用途変更に

伴い既存の

建築物につ

いて行われ

る２以上の

工事の全体

計画の変更

に関する認

定申請手数

料 

  申 請 １ 件 に つ き

28,400円 

57 建築基準法第87条の

３第６項の規定に基

づく興行場等への一

時的な用途の変更の

許可の申請に対する

審査 

興行場等への

一時的な用途

変更に係る許

可申請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

123,900円 

57の

２ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第６条第１項の

規定に基づく確認の

申請に対する審査又

は同法第87条の４に

おいて準用する同法

第18条第３項の規定

建築設備に関

する確認申請

等手数料 

小荷物専

用昇降機 

確認を受けた建築設

備の計画を変更して

設置する場合 

建築設備１件につき

6,800円 

その他の場合 建築設備１件につき

9,700円 

その他の

建築設備 

確認を受けた建築設

備の計画を変更して

設置する場合 

建築設備１件につき

10,500円 
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申請手数料 

53 建築基準法第86条

の８第１項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画に関す

る認定の申請に対

する審査 

既存の建築

物について

行われる２

以上の工事

の全体計画

に関する認

定申請手数

料 

    申 請 １ 件 に つ き

27,000円 

54 建築基準法第86条

の８第３項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画の変更

に関する認定の申

請に対する審査 

既存の建築

物について

行われる２

以上の工事

の全体計画

の変更に関

する認定申

請手数料 

    申 請 １ 件 に つ き

27,000円 

55 建築基準法第87条

の２第１項の規定

に基づく既存の建

築物について行わ

れる２以上の工事

の全体計画に関す

る認定の申請に対

する審査 

用途変更に

伴い既存の

建築物につ

いて行われ

る２以上の

工事の全体

計画に関す

る認定申請

手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

27,000円 

56 建築基準法第87条

の２第２項におい

て準用する同法第

86条の８第３項の

規定に基づく既存

の建築物について

行われる２以上の

工事の全体計画の

変更に関する認定

の申請に対する審

査 

用途変更に

伴い既存の

建築物につ

いて行われ

る２以上の

工事の全体

計画の変更

に関する認

定申請手数

料 

  申 請 １ 件 に つ き

27,000円 

57 建築基準法第87条の

３第６項の規定に基

づく興行場等への一

時的な用途の変更の

許可の申請に対する

審査 

興行場等への

一時的な用途

変更に係る許

可申請手数料 

  申 請 １ 件 に つ き

120,000円 

57の

２ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第６条第１項の

規定に基づく確認の

申請に対する審査又

は同法第87条の４に

おいて準用する同法

第18条第３項の規定

建築設備に関

する確認申請

等手数料 

小荷物専

用昇降機 

確認を受けた建築設

備の計画を変更して

設置する場合 

建築設備１件につき

6,000円 

その他の場合 建築設備１件につき

9,000円 

その他の

建築設備 

確認を受けた建築設

備の計画を変更して

設置する場合 

建築設備１件につき

10,000円 
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に基づく審査 その他の場合 建築設備１件につき

20,900円 

57の

３ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条第１項又

は第18条第21項の規

定に基づく検査 

建築設備に関

する完了検査

申請等手数料 

小荷物専

用昇降機 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の検査を受けた建築

設備 

建築設備１件につき

18,800円 

その他の建築設備 建築設備１件につき

18,800円 

その他の

建築設備 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の検査を受けた建築

設備 

建築設備１件につき

27,100円 

その他の建築設備 建築設備１件につき

31,400円 

57の

４ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の規定に基づく検査 

建築設備に関

する中間検査

申請等手数料 

小荷物専

用昇降機 

 建築設備１件につき

18,800円 

その他の

建築設備 

 建築設備１件につき

27,100円 

58 建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第６条第１項

の規定に基づく工作

物に関する確認の申

請に対する審査又は

同法第88条第１項に

おいて準用する同法

第18条第３項の規定

に基づく工作物に関

する審査 

工作物に関す

る建築確認申

請等手数料 

  工作物１件につき

17,700円（確認を受け

た工作物の計画を変更

して工作物を築造する

場合は、9,700円） 

59 建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第７条第１項

又は第18条第21項の

規定に基づく工作物

に関する検査 

工作物に関す

る完了検査申

請等手数料 

  工作物１件につき

22,900円 

60 

 

長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

（平成20年法律第87

号）第５条第１項か

ら第７項までの規定

に基づく長期優良住

宅建築等計画及び長

期優良住宅維持保全

計画に係る認定の申

請に対する審査 

長期優良住宅

建築等計画等

認定申請手数

料 

一戸建て

の 住 宅

（人の居

住の用以

外の用途

に供する

部分を有

しないも

の に 限

る。以下

同じ｡) 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評 価 書

（住宅の

品質確保

の促進等

に関する

法律（平

成11年法

律 第 81

号）第５

条第１項

１戸につき16,100円 
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に基づく審査 その他の場合 建築設備１件につき

20,000円 

57の

３ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条第１項又

は第18条第21項の規

定に基づく検査 

建築設備に関

する完了検査

申請等手数料 

小荷物専

用昇降機 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の検査を受けた建築

設備 

建築設備１件につき

18,000円 

その他の建築設備 建築設備１件につき

18,000円 

その他の

建築設備 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の検査を受けた建築

設備 

建築設備１件につき

26,000円 

その他の建築設備 建築設備１件につき

30,000円 

57の

４ 

建築基準法第87条の

４において準用する

同法第７条の３第１

項又は第18条第29項

の規定に基づく検査 

建築設備に関

する中間検査

申請等手数料 

小荷物専

用昇降機 

 建築設備１件につき

18,000円 

その他の

建築設備 

 建築設備１件につき

26,000円 

58 建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第６条第１項

の規定に基づく工作

物に関する確認の申

請に対する審査又は

同法第88条第１項に

おいて準用する同法

第18条第３項の規定

に基づく工作物に関

する審査 

工作物に関す

る建築確認申

請等手数料 

  工作物１件につき

17,000円（確認を受け

た工作物の計画を変更

して工作物を築造する

場合は、9,000円） 

59 建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第７条第１項

又は第18条第21項の

規定に基づく工作物

に関する検査 

工作物に関す

る完了検査申

請等手数料 

  工作物１件につき

22,000円 

60 

 

長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

（平成20年法律第87

号）第５条第１項か

ら第７項までの規定

に基づく長期優良住

宅建築等計画及び長

期優良住宅維持保全

計画に係る認定の申

請に対する審査 

長期優良住宅

建築等計画等

認定申請手数

料 

一戸建て

の 住 宅

（人の居

住の用以

外の用途

に供する

部分を有

しないも

の に 限

る。以下

同じ｡) 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評 価 書

（住宅の

品質確保

の促進等

に関する

法律（平

成11年法

律 第 81

号）第５

条第１項

１戸につき15,000円 
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に規定す

る住宅性

能評価書

で あ っ

て、同法

第６条の

２第４項

の規定に

より確認

の結果が

記載され

たものに

限る。以

下この項

及び次項

において

同じ｡)又

は確認書

（住宅の

品質確保

の促進等

に関する

法律第６

条の２第

３項に規

定する確

認書をい

う。以下

この項及

び次項に

おいて同

じ｡)を添

付する場

合 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき53,100円 

 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき23,200円 

 

 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき77,800円 

 

一戸建て

の住宅以

住宅を

新築す

住宅性能

評価書又

申請に係る戸数（以下

「申請戸数」という｡)
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に規定す

る住宅性

能評価書

で あ っ

て、同法

第６条の

２第４項

の規定に

より確認

の結果が

記載され

たものに

限る。以

下この項

及び次項

において

同じ｡)又

は確認書

（住宅の

品質確保

の促進等

に関する

法律第６

条の２第

３項に規

定する確

認書をい

う。以下

この項及

び次項に

おいて同

じ｡)を添

付する場

合 

   住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき51,000円 

 

   住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき22,000円 

   住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき75,000円 

   一戸建て

の住宅以

住宅を

新築す

住宅性能

評価書又

申請に係る戸数（以下

「申請戸数」という｡)
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外の住宅 る場合 は確認書

を添付す

る場合 

が１戸のものは１棟に

つき16,100円、２戸以

上５戸以下のものは１

棟につき27,500円、６

戸以上のものは１棟に

つき43,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき53,100

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

119,200円、６戸以上

のものは１棟につき

189,400円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき23,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

38,900円、６戸以上の

ものは１棟につき

62,200円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき77,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

177,600円、６戸以上

のものは１棟につき

282,600円 

61 

 

長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

第８条の規定に基づ

く長期優良住宅建築

等計画及び長期優良

住宅維持保全計画の

変更に係る認定の申

請に対する審査 

長期優良住宅

建築等計画等

変更認定申請

手数料 

一戸建て

の住宅 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき12,800円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき31,000円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき17,800円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき46,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき12,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき
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外の住宅 る場合 は確認書

を添付す

る場合 

が１戸のものは１棟に

つき15,000円、２戸以

上５戸以下のものは１

棟につき26,000円、６

戸以上のものは１棟に

つき41,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき51,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

115,000円、６戸以上

のものは１棟につき

183,000円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき22,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

37,000円、６戸以上の

ものは１棟につき

60,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき75,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

172,000円、６戸以上

のものは１棟につき

273,000円 

61 

 

長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

第８条の規定に基づ

く長期優良住宅建築

等計画及び長期優良

住宅維持保全計画の

変更に係る認定の申

請に対する審査 

長期優良住宅

建築等計画等

変更認定申請

手数料 

一戸建て

の住宅 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき12,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき30,000円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

１戸につき17,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

１戸につき44,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住宅を

新築す

る場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき12,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき
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る場合 21,200円、６戸以上の

ものは１棟につき

34,900円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき31,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

67,400円、６戸以上の

ものは１棟につき

107,300円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき17,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

30,400円、６戸以上の

ものは１棟につき

49,600円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき46,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

100,700円、６戸以上

のものは１棟につき

160,600円 

62 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平

成24年法律第84号。

以下この項において

「法」という｡)第53

条第１項の規定に基

づく低炭素建築物新

築等計画に係る認定

の申請に対する審査 

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した法

第54条第１項第１号

に掲げる基準に適合

することを証明する

書類その他これと同

等のものとして市長

が認める書類をい

う。以下この項にお

いて同じ｡)を添付す

る場合 

１戸につき5,500円 

適合証を添付しない

場合で法第54条第１

項第１号の経済産業

大臣、国土交通大臣

及び環境大臣が定め

る基準のうち市長が

別に定めるもの（以

下この項から63の２

の項までにおいて

「市長が定める基

準」という｡)による

審査を行うとき。 

１戸につき19,200円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき38,800円 
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る場合 20,000円、６戸以上の

ものは１棟につき

33,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき30,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

65,000円、６戸以上の

ものは１棟につき

104,000円 

住宅を

新築す

る場合

以外の

場合 

住宅性能

評価書又

は確認書

を添付す

る場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき17,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

29,000円、６戸以上の

ものは１棟につき

48,000円 

住宅性能

評価書及

び確認書

を添付し

ない場合 

申請戸数が１戸のもの

は１棟につき44,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１棟につき

97,000円、６戸以上の

ものは１棟につき

155,000円 

62 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平

成24年法律第84号。

以下この項において

「法」という｡)第53

条第１項の規定に基

づく低炭素建築物新

築等計画に係る認定

の申請に対する審査 

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した法

第54条第１項第１号

に掲げる基準に適合

することを証明する

書類その他これと同

等のものとして市長

が認める書類をい

う。以下この項にお

いて同じ｡)を添付す

る場合 

１戸につき5,000円 

適合証を添付しない

場合で法第54条第１

項第１号の経済産業

大臣、国土交通大臣

及び環境大臣が定め

る基準のうち市長が

別に定めるもの（以

下この項から63の２

の項までにおいて

「市長が定める基

準」という｡)による

審査を行うとき。 

１戸につき18,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき37,000円 

-35-



  

- 14 - 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分（人

の居住

の用に

供する

部 分

（共用

廊下、

共用階

段その

他の市

長が共

用部分

と認め

るもの

（以下

この項

から 66

の２の

項まで

及び備

考２に

おいて

「共用

部分」

と い

う｡)を

除く｡)

を い

う。以

下この

項から

66の２

の項ま

で、備

考１及

び備考

２にお

いて同

じ｡) 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,500

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,700円、６戸以上の

ものは１件につき

18,100円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

37,000円、６戸以上の

ものは１件につき

53,200円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき38,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

78,000円、６戸以上の

ものは１件につき

110,200円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき10,700円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき122,400円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に
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一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分（人

の居住

の用に

供する

部 分

（共用

廊下、

共用階

段その

他の市

長が共

用部分

と認め

るもの

（以下

この項

から 63

の２の

項まで

におい

て「共

用 部

分」と

いう｡)

を 除

く｡)を

いう。

以下こ

の項か

ら 63の

２の項

までに

おいて

同じ｡) 

 

 

 

 

 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,000円、６戸以上の

ものは１件につき

17,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき18,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

35,000円、６戸以上の

ものは１件につき

51,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき37,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

75,000円、６戸以上の

ものは１件につき

106,000円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき10,000円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき118,000円 

 

 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 
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つき18,500円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき97,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき124,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき18,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき97,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき124,600円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 

63 都市の低炭素化の促

進に関する法律第55

条第１項の規定に基

づく低炭素建築物新

築等計画の変更に係

る認定の申請に対す

る審査 

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した都

市の低炭素化の促進

に関する法律第55条

第２項において準用

する同法第54条第１

項第１号に掲げる基

準に適合することを

証明する書類その他

これと同等のものと

して市長が認める書

類をいう。以下この

項において同じ｡)を

添付する場合 

１戸につき3,300円 

適合証を添付しない １戸につき10,000円 
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適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき94,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき94,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 

 

 

63 都市の低炭素化の促

進に関する法律第55

条第１項の規定に基

づく低炭素建築物新

築等計画の変更に係

る認定の申請に対す

る審査 

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した都

市の低炭素化の促進

に関する法律第55条

第２項において準用

する同法第54条第１

項第１号に掲げる基

準に適合することを

証明する書類その他

これと同等のものと

して市長が認める書

類をいう。以下この

項において同じ｡)を

添付する場合 

１戸につき3,000円 

適合証を添付しない １戸につき9,000円 
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場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき20,200円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,300

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,600円、６戸以上の

ものは１件につき

10,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,400円、６戸以上の

ものは１件につき

28,700円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき20,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

39,900円、６戸以上の

ものは１件につき

57,600円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき6,600円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき62,500円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき10,700円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき50,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 
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場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき19,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,000円、６戸以上の

ものは１件につき

10,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

18,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

38,000円、６戸以上の

ものは１件につき

55,000円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき6,000円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき60,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 
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適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき161,600円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき10,700円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき50,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき161,600円 

63の

２ 

都市の低炭素化の促

進に関する法律施行

規則（平成24年国土

交通省令第86号）第

46条の２の規定に基

づく軽微な変更に該

当していることを証

する書面の交付 

低炭素建築物

新築等計画に

係る軽微変更

該当証明書交

付手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した都

市の低炭素化の促進

に関する法律第54条

第１項第１号におい

て準用する同法第55

条第２項に掲げる基

準に適合することを

証明する書類その他

これと同等のものと

して市長が認める書

類をいう。以下この

項において同じ｡)を

添付する場合 

１戸につき1,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき5,100円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき10,000円 

一戸建て

の住宅以

住戸部

分 

適合証を

添付する

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,500
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適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 

 

 

63の

２ 

都市の低炭素化の促

進に関する法律施行

規則（平成24年国土

交通省令第86号）第

46条の２の規定に基

づく軽微な変更に該

当していることを証

する書面の交付 

低炭素建築物

新築等計画に

係る軽微変更

該当証明書交

付手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した都

市の低炭素化の促進

に関する法律第54条

第１項第１号におい

て準用する同法第55

条第２項に掲げる基

準に適合することを

証明する書類その他

これと同等のものと

して市長が認める書

類をいう。以下この

項において同じ｡)を

添付する場合 

１戸につき1,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき4,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき9,000円 

一戸建て

の住宅以

住戸部

分 

適合証を

添付する

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,000
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外の住宅 場合 円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,100円、６戸以上の

ものは１件につき

5,300円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,100

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,600円、６戸以上の

ものは１件につき

14,200円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,700円、６戸以上の

ものは１件につき

28,400円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき3,100円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき31,200円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき80,600円 
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外の住宅 場合 円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,000円、６戸以上の

ものは１件につき

5,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき4,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,000円、６戸以上の

ものは１件につき

13,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合 

１件につき3,000円 

適合証を

添付しな

い場合 

１件につき30,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 
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その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき80,600円 

63の

３ 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律（平成27

年法律第53号）第11

条第１項の規定に基

づく判定又は同法第

12条第２項の規定に

基づく判定 

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定手

数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物（建築物

のエネルギー消費性

能の向上等に関する

法律第29条第３項に

規定する他の建築物

であって、認定建築

物エネルギー消費性

能向上計画（同法第

32条に規定する認定

建築物エネルギー消

費性能向上計画をい

う｡)に記載されたも

のに限る。以下この

項、次項、66の項、

備考１及び備考10に

おいて同じ｡)又は建

築物エネルギー消費

性能基準等を定める

省令（平成28年経済

産業省・国土交通省

令第１号。以下この

項から66の２の項ま

で及び備考１におい

て「基準省令」とい

う｡)第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用部分のみ

のものの場合 

 

 

１戸につき5,500円 
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その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 

 

 

 

63の

３ 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律（平成27

年法律第53号）第11

条第１項の規定に基

づく判定又は同法第

12条第２項の規定に

基づく判定 

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定手

数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物（建築物

のエネルギー消費性

能の向上等に関する

法律第29条第３項に

規定する他の建築物

であって、認定建築

物エネルギー消費性

能向上計画（同法第

32条に規定する認定

建築物エネルギー消

費性能向上計画をい

う｡)に記載されたも

のに限る。以下この

項、次項、66の項、

備考１及び備考10に

おいて同じ｡)又は建

築物エネルギー消費

性能基準等を定める

省令（平成28年経済

産業省・国土交通省

令第１号。以下この

項から66の２の項ま

で及び備考１におい

て「基準省令」とい

う｡)第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用廊下、共

用階段その他の市長

が共用部分と認める

もの（以下この項か

１戸につき5,000円 
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他の建築物ではない

場合で建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上等に関する法律第

２条第１項第３号に

規定する建築物エネ

ルギー消費性能基準

又は同法第30条第１

項第１号に規定する

建築物エネルギー消

費性能誘導基準のう

ち市長が別に定める

もの（以下この項、

次項及び66の項にお

いて「市長が定める

基準」という｡)によ

る判定を行うとき。 

１戸につき19,200円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき38,800円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,500

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,700円、６戸以上の

ものは１件につき

18,100円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

37,000円、６戸以上の

ものは１件につき

53,200円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき38,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

78,000円、６戸以上の

ものは１件につき

110,200円 

共用部 他の建築 １件につき10,700円 
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ら66の２の項まで及

び備考２において

「共用部分」とい

う｡)のみのものの場

合 

他の建築物ではない

場合で建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上等に関する法律第

２条第１項第３号に

規定する建築物エネ

ルギー消費性能基準

又は同法第30条第１

項第１号に規定する

建築物エネルギー消

費性能誘導基準のう

ち市長が別に定める

もの（以下この項、

次項及び66の項にお

いて「市長が定める

基準」という｡)によ

る判定を行うとき。 

１戸につき18,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき37,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,000円、６戸以上の

ものは１件につき

17,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき18,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

35,000円、６戸以上の

ものは１件につき

51,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき37,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

75,000円、６戸以上の

ものは１件につき

106,000円 

一戸建 他の建築 １件につき10,000円 
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分 物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物の場

合 

１件につき122,400円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分

（工場

等（工

場、倉

庫その

他エネ

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき18,500円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき97,200

円、300平方メートル
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ての住

宅以外

の住宅

の共用

部分 

物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物の場

合 

１件につき118,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 

 

 

 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき94,000円 
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ルギー

の使用

の状況

がこれ

らに類

するも

のをい

う。以

下この

項、次

項、 66

の項及

び備考

２にお

いて同

じ｡)の

用途に

供する

部分を

除いた

部分に

限る｡) 

める基準

による判

定を行う

とき。 

を超えるものは１件に

つき124,200円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 

工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき21,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき29,600円 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき18,500円 

工場等

の用途

に供す

る部分

を除い

た部分 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき97,200

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき124,200円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 
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める基準

による判

定を行う

とき。 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 

工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき20,000円 

 

 

 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 

 

 

 

工場以

外 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき94,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 
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工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき21,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき29,600円 

63の

４ 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律第11条第

２項の規定に基づく

判定又は同法第12条

第３項の規定に基づ

く判定 

計画変更に係

る建築物エネ

ルギー消費性

能適合性判定

手数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物又は基準

省令第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用部分のみ

のものの場合 

１戸につき3,300円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準による判定を行

うとき。 

１戸につき10,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき20,200円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,300

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,600円、６戸以上の

ものは１件につき

10,600円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,400円、６戸以上の

ものは１件につき

28,700円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき20,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

39,900円、６戸以上の

ものは１件につき

57,600円 

共用部

分 

他の建築

物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

１件につき6,600円 
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工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき20,000円 

 

 

 

63の

４ 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律第11条第

２項の規定に基づく

判定又は同法第12条

第３項の規定に基づ

く判定 

計画変更に係

る建築物エネ

ルギー消費性

能適合性判定

手数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物又は基準

省令第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用部分のみ

のものの場合 

１戸につき3,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準による判定を行

うとき。 

１戸につき9,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき19,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,000円、６戸以上の

ものは１件につき

10,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

18,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

38,000円、６戸以上の

ものは１件につき

55,000円 

一戸建

ての住

宅以外

の住宅

の共用

他の建築

物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

１件につき6,000円 

-55-



  

- 24 - 

若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物の場

合 

１件につき62,500円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分

（工場

等の用

途に供

する部

分を除

いた部

分に限

る｡) 

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき11,100円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき49,900

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 
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部分 若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物の場

合 

１件につき60,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 
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他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき161,600円 

工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき11,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき16,600円 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき11,100円 

工場等

の用途

に供す

る部分

を除い

た部分 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき49,900

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき161,600円 

工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき11,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき16,600円 

64 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律（以下こ

の項において「法」

という｡)第29条第１

項の規定に基づく認

定の申請に対する審

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した法

第30条第１項第１号

に掲げる基準に適合

することを証明する

書類その他これと同

等のものとして市長

１戸につき5,500円 
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他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 

工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき11,000円 

 

 

 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

工場以

外 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 

工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき11,000円 

 

 

 

64 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律（以下こ

の項において「法」

という｡)第29条第１

項の規定に基づく認

定の申請に対する審

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した法

第30条第１項第１号

に掲げる基準に適合

することを証明する

書類その他これと同

等のものとして市長

１戸につき5,000円 
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査 が認める書類をい

う。以下この項にお

いて同じ｡)を添付す

る場合 

適合証を添付しない

場合で法第30条第１

項第１号に規定する

建築物エネルギー消

費性能誘導基準のう

ち市長が別に定める

もの（以下この項、

次項及び66の２の項

において「市長が定

める基準」という｡)

による審査を行うと

き。 

１戸につき19,200円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき38,800円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は、１件につき5,500

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,700円、６戸以上の

ものは１件につき

18,100円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,200

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

37,000円、６戸以上の

ものは１件につき

53,200円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき38,800

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

78,000円、６戸以上の

ものは１件につき

110,200円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

１件につき10,700円 
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査 が認める書類をい

う。以下この項にお

いて同じ｡)を添付す

る場合 

適合証を添付しない

場合で法第30条第１

項第１号に規定する

建築物エネルギー消

費性能誘導基準のう

ち市長が別に定める

もの（以下この項、

次項及び66の２の項

において「市長が定

める基準」という｡)

による審査を行うと

き。 

１戸につき18,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき37,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は、１件につき5,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

10,000円、６戸以上の

ものは１件につき

17,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき18,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

35,000円、６戸以上の

ものは１件につき

51,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき37,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

75,000円、６戸以上の

ものは１件につき

106,000円 

一戸建

ての住

宅以外

の住宅

の共用

部分 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

１件につき10,000円 
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又は第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき122,400円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき18,500円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき97,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき124,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき18,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの
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又は第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき118,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 

 

 

 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき94,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき10,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの
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基準による審査を行

うとき。 

は１件につき97,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき124,600円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき254,400

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき319,400円 

65 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律第31条第

１項の規定に基づく

認定の申請に対する

審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した建

築物のエネルギー消

費性能の向上等に関

する法律第31条第２

項において準用する

同法第30条第１項第

１号に掲げる基準に

適合することを証明

する書類その他これ

と同等のものとして

市長が認める書類を

いう。以下この項及

び66の２の項におい

て同じ｡)を添付する

場合 

１戸につき3,300円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき10,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき20,200円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,300

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,600円、６戸以上の

ものは１件につき

10,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,400円、６戸以上の

ものは１件につき

28,700円 

適合証を

添付しな

申請戸数が１戸のもの

は１件につき20,200
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基準による審査を行

うとき。 

は１件につき94,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき246,000

円 

 

 

65 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律第31条第

１項の規定に基づく

認定の申請に対する

審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料 

一戸建て

の住宅 

適合証（市長が定め

る機関が交付した建

築物のエネルギー消

費性能の向上等に関

する法律第31条第２

項において準用する

同法第30条第１項第

１号に掲げる基準に

適合することを証明

する書類その他これ

と同等のものとして

市長が認める書類を

いう。以下この項及

び66の２の項におい

て同じ｡)を添付する

場合 

１戸につき3,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき9,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき19,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき3,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

6,000円、６戸以上の

ものは１件につき

10,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

18,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

適合証を

添付しな

申請戸数が１戸のもの

は１件につき19,000
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い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

39,900円、６戸以上の

ものは１件につき

57,600円 

共用部

分 

 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

又は第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

１件につき6,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき62,500円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき10,700円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき50,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,700

円、300平方メートル
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い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

38,000円、６戸以上の

ものは１件につき

55,000円 

一戸建

ての住

宅以外

の住宅

の共用

部分 

 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

又は第13

条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

１件につき6,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき60,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 
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める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

を超えるものは１件に

つき161,600円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,600

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき10,700円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき50,300

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき63,600円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき128,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき161,600円 

66 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律施行規則

（平成28年国土交通

省令第５号）第13条

の規定に基づく軽微

な変更に該当してい

ることを証する書面

の交付 

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画に係

る軽微変更該

当証明書交付

手数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物又は基準

省令第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用部分のみ

のものの場合 

１戸につき1,500円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準による判定を行

うとき。 

１戸につき5,100円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき10,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,500

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,100円、６戸以上の

ものは１件につき

5,300円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,100

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,600円、６戸以上の
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める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき6,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき48,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき124,000

円 

 

 

66 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律施行規則

（平成28年国土交通

省令第５号）第13条

の規定に基づく軽微

な変更に該当してい

ることを証する書面

の交付 

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画に係

る軽微変更該

当証明書交付

手数料 

一戸建て

の住宅 

他の建築物又は基準

省令第４条第３項第

２号若しくは第13条

第３項第２号の規定

を適用する建築物で

あって、判定に係る

部分が共用部分のみ

のものの場合 

１戸につき1,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準による判定を行

うとき。 

１戸につき4,000円 

他の建築物ではない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る判定を行うとき。 

１戸につき9,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

他の建築

物の場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,000円、６戸以上の

ものは１件につき

5,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

申請戸数が１戸のもの

は１件につき4,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,000円、６戸以上の
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による判

定を行う

とき。 

ものは１件につき

14,200円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,700円、６戸以上の

ものは１件につき

28,400円 

共用部

分 

他の建築

物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

１件につき3,100円 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

１件につき31,200円 
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による判

定を行う

とき。 

ものは１件につき

13,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

一戸建

ての住

宅以外

の住宅

の共用

部分 

他の建築

物又は基

準省令第

４条第３

項第１号

若しくは

第13条第

３項第１

号の規定

を適用す

る建築物

若しくは

基準省令

第４条第

３項第２

号若しく

は第13条

第３項第

２号の規

定を適用

する建築

物であっ

て、判定

に係る部

分が共用

部分のみ

のものの

場合 

１件につき3,000円 

他の建築

物ではな

い場合又

は基準省

令第４条

第３項第

１号若し

くは第13

条第３項

第１号の

規定を適

１件につき30,000円 
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用する建

築物の場

合 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分

（工場

等の用

途に供

する部

分を除

いた部

分に限

る｡) 

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき80,600円 

工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき5,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき8,300円 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

工場等

の用途

に供す

る部分

を除い

た部分 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に
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用する建

築物の場

合 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

他の建築

物の場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 

工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき5,000円 

 

 

 

その他の

建築物 

他の建築物の場合 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

工場以

外 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

による判

定を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 

他の建築

物ではな

い場合で

市長が定

める基準

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 

-73-



  

- 33 - 

以外の基

準による

判定を行

うとき。 

つき80,600円 

工場等の用途に供す

る部分 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき5,700

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき8,300円 

66の

２ 

 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律施行規則

第28条の規定に基づ

く軽微な変更に該当

していることを証す

る書面の交付 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に係

る軽微変更該

当証明書交付

手数料  

一戸建て

の住宅 

適合証を添付する場

合 

１戸につき1,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき5,100円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき10,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,500

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,100円、６戸以上の

ものは１件につき

5,300円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき5,100

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,600円、６戸以上の

ものは１件につき

14,200円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき10,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,700円、６戸以上の

ものは１件につき

28,400円 

共用部

分 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

又は第13

１件につき3,100円 
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以外の基

準による

判定を行

うとき。 

工場 床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき5,000円 

 

 

 

66の

２ 

 

建築物のエネルギー

消費性能の向上等に

関する法律施行規則

第28条の規定に基づ

く軽微な変更に該当

していることを証す

る書面の交付 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に係

る軽微変更該

当証明書交付

手数料  

一戸建て

の住宅 

適合証を添付する場

合 

１戸につき1,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

うとき。 

１戸につき4,000円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

１戸につき9,000円 

一戸建て

の住宅以

外の住宅 

住戸部

分 

適合証を

添付する

場合 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき1,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

3,000円、６戸以上の

ものは１件につき

5,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき4,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

9,000円、６戸以上の

ものは１件につき

13,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

申請戸数が１戸のもの

は１件につき9,000

円、２戸以上５戸以下

のものは１件につき

19,000円、６戸以上の

ものは１件につき

27,000円 

一戸建

ての住

宅以外

の住宅

の共用

部分 

適合証を

添付する

場合で基

準省令第

４条第３

項第１号

又は第13

１件につき3,000円 
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条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき31,200円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき80,600円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,100

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき5,500円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,800
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条第３項

第１号の

規定を適

用する建

築物のと

き。 

適合証を

添付しな

い場合で

基準省令

第４条第

３項第１

号又は第

13条第３

項第１号

の規定を

適用する

建築物の

とき。 

１件につき30,000円 

住戸部

分及び

共用部

分以外

の部分 

適合証を

添付する

場合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

による審

査を行う

とき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 

適合証を

添付しな

い場合で

市長が定

める基準

以外の基

準による

審査を行

うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 

その他の

建築物 

適合証を添付する場

合 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき3,000円 

 

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準による審査を行

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき24,000円 
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うとき。 円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき31,900円 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき64,000

円、300平方メートル

を超えるものは１件に

つき80,600円 

 

省略 

 

68 租税特別措置法第28

条の４第３項第７号

ロ若しくは第63条第

３項第７号ロ又は第

31条の２第２項第15

号ニ若しくは第62条

の３第４項第15号ニ

に規定する住宅の新

築が優良な住宅の供

給に寄与するもので

あることについての

認定の申請に対する

審査 

優良住宅新築

認定申請手数

料 

  新築住宅の床面積の合

計が100平方メートル

以下のときは6,200

円、100平方メートル

を超え500平方メート

ル以下のときは8,600

円、500平方メートル

を超え2,000平方メー

トル以下のときは

13,100円、2,000平方

メートルを超え10,000

平方メートル以下のと

きは35,100円、10,000

平方メートルを超える

ときは43,100円 

69 静岡県屋外広告物条

例第５条若しくは第

６条第４項若しくは

第５項の規定に基づ

く広告物の表示等の

許可、第12条第２項

の規定に基づく期間

の更新の許可又は第

13条第１項の規定に

基づく変更若しくは

改造の許可の申請に

対する審査 

屋外広告物許

可申請手数料 

 

省略 

 

第２種 静岡県屋外広告物条

例第４条第３項第２

号から第４号までに

掲げるもの（第３種

のものを除く｡) 

１枚、１本又は１個に

つき120円 

第３種 照明装置のあるもの 表示面積５平方メート

ルまでごとに1,600円 

第４種 はり紙（第３種のも

のを除く｡) 

100枚までごとに430円 

第５種 看板そ

の他こ

れに類

するも

の（第

３種の

ものを

除く｡) 

巻き付け

て取り付

けられる

広告物 

１組につき240円 

その他の

もの 

１個につき240円 

 

省略 
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うとき。  

 

 

適合証を添付しない

場合で市長が定める

基準以外の基準によ

る審査を行うとき。 

床面積の合計が300平

方メートル以下のもの

は１件につき62,000円 

 

 

 

 

省略 

 

68 租税特別措置法第28

条の４第３項第７号

ロ若しくは第63条第

３項第７号ロ又は第

31条の２第２項第15

号ニ若しくは第62条

の３第４項第15号ニ

に規定する住宅の新

築が優良な住宅の供

給に寄与するもので

あることについての

認定の申請に対する

審査 

優良住宅新築

認定申請手数

料 

  新築住宅の床面積の合

計が100平方メートル

以下のときは6,200

円、100平方メートル

を超え500平方メート

ル以下のときは8,600

円、500平方メートル

を超え2,000平方メー

トル以下のときは

13,000円、2,000平方

メートルを超え10,000

平方メートル以下のと

きは35,000円、10,000

平方メートルを超える

ときは43,000円 

69 静岡県屋外広告物条

例第５条若しくは第

６条第４項若しくは

第５項の規定に基づ

く広告物の表示等の

許可、第12条第２項

の規定に基づく期間

の更新の許可又は第

13条第１項の規定に

基づく変更若しくは

改造の許可の申請に

対する審査 

屋外広告物許

可申請手数料 

 

省略 

 

第２種 静岡県屋外広告物条

例第４条第３項第２

号から第４号までに

掲げるもの（第３種

のものを除く｡) 

１枚、１本又は１個に

つき130円 

第３種 照明装置のあるもの 表示面積５平方メート

ルまでごとに1,590円 

第４種 はり紙（第３種のも

のを除く｡) 

100枚までごとに390円 

第５種 看板そ

の他こ

れに類

するも

の（第

３種の

ものを

除く｡) 

巻き付け

て取り付

けられる

広告物 

１組につき260円 

その他の

もの 

１個につき260円 

 

省略 
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 備考 

  １ 42の項の建築物に関する建築確認申請等手数料 次に掲げるとおりとする。 

   (1) 省略 

   (2) 省略 

   (3) 建築基準法第６条第１項の確認の申請又は同法第18条第２項の計画の通知に係る計画に建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第１号又は第２項の規定が適用される

建築物が含まれる場合は、42の項に規定する手数料のほか、建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第２条第１項第１号又は第２項の規定が適用される建築物（他の建築物を除く｡)

１棟ごとに、次に掲げる額の手数料を納付するものとする。 

    ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合を除く｡) 

     (ｱ) 一戸建ての住宅 14,000円 

     (ｲ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請又は通知に係る戸数（以下「申請等戸数」とい

う｡)が１戸のもの 14,000円 

     (ｳ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 25,500円 

     (ｴ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が６戸以上のもの 35,400円 

    イ 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を建築する場合 

     (ｱ) 一戸建ての住宅 7,000円 

     (ｲ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が１戸のもの 7,000円 

     (ｳ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 12,700円 

     (ｴ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が６戸以上のもの 17,700円 

  ２ 43の項の建築物に関する完了検査申請等手数料及び44の項の中間検査を受けた建築物に関する完了検 

   査申請等手数料 次に掲げるとおりとする。 

   (1) 省略 

   (2) 省略 

   (3) 43の項又は44の項に規定する手数料のほか、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第 

    10条第１項の規定が適用される建築物（建築基準法第６条の４第１項第３号に掲げる建築物及び建築 

    基準法施行規則第４条第１項第４号ハの検査報告書又はその写しに係る建築物を除く｡)１棟ごとに、 

    次に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。 

    ア 一戸建ての住宅 4,000円 

    イ 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分 

     (ｱ) 申請等戸数が１戸のもの 4,000円 

     (ｲ) 申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 4,800円 

     (ｳ) 申請等戸数が６戸以上のもの 11,000円 

    ウ 一戸建ての住宅以外の住宅の共用部分（基準省令第４条第３項第１号又は第13条第３項第１号の 

     規定を適用する建築物の場合に限る｡) 

     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,100円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 2,800円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 4,000円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 6,000円 

    エ 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分及び共用部分以外の部分（工場等の用途に供する部分を 
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 備考 

  １ 42の項の建築物に関する建築確認申請等手数料 次に掲げるとおりとする。 

   (1) 省略 

   (2) 省略 

   (3) 建築基準法第６条第１項の確認の申請又は同法第18条第２項の計画の通知に係る計画に建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第１号又は第２項の規定が適用される

建築物が含まれる場合は、42の項に規定する手数料のほか、建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第２条第１項第１号又は第２項の規定が適用される建築物（他の建築物を除く｡)

１棟ごとに、次に掲げる額の手数料を納付するものとする。 

    ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合を除く｡) 

     (ｱ) 一戸建ての住宅 13,000円 

     (ｲ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請又は通知に係る戸数（以下「申請等戸数」とい

う｡)が１戸のもの 13,000円 

     (ｳ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 24,000円 

     (ｴ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が６戸以上のもの 34,000円 

    イ 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を建築する場合 

     (ｱ) 一戸建ての住宅 6,000円 

     (ｲ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が１戸のもの 6,000円 

     (ｳ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 12,000円 

     (ｴ) 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分で申請等戸数が６戸以上のもの 17,000円 

  ２ 43の項の建築物に関する完了検査申請等手数料及び44の項の中間検査を受けた建築物に関する完了検 

   査申請等手数料 次に掲げるとおりとする。 

   (1) 省略 

   (2) 省略 

   (3) 43の項又は44の項に規定する手数料のほか、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第 

    10条第１項の規定が適用される建築物（建築基準法第６条の４第１項第３号に掲げる建築物及び建築 

    基準法施行規則第４条第１項第４号ハの検査報告書又はその写しに係る建築物を除く｡)１棟ごとに、 

    次に掲げる額の手数料を併せて納付するものとする。 

    ア 一戸建ての住宅 3,000円 

    イ 一戸建ての住宅以外の住宅の住戸部分 

     (ｱ) 申請等戸数が１戸のもの 3,000円 

     (ｲ) 申請等戸数が２戸以上５戸以下のもの 4,000円 

     (ｳ) 申請等戸数が６戸以上のもの 10,000円 

    ウ 一戸建ての住宅以外の住宅の共用部分（基準省令第４条第３項第１号又は第13条第３項第１号の 

     規定を適用する建築物の場合に限る｡) 

     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,000円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 2,000円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 3,000円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 5,000円 

    エ 住戸部分及び共用部分以外の部分 
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     除いた部分に限る｡) 

     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,100円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 2,800円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 4,000円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 6,000円 

    オ 一戸建ての住宅以外の住宅の工場等の用途に供する部分 

     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 360円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 510円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 1,100円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 1,400円 

    カ その他の建築物 

     (ｱ) 工場等の用途に供する部分を除いた部分で床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,100

円 

     (ｲ) 工場等の用途に供する部分を除いた部分で床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方

メートル以下のもの 2,800円 

     (ｳ) 工場等の用途に供する部分を除いた部分で床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方

メートル以下のもの 4,000円 

     (ｴ) 工場等の用途に供する部分を除いた部分で床面積の合計が200平方メートルを超えるもの  

6,000円 

     (ｵ) 工場等の用途に供する部分で床面積の合計が30平方メートル以下のもの 360円 

     (ｶ) 工場等の用途に供する部分で床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下の

もの 510円 

     (ｷ) 工場等の用途に供する部分で床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下の

もの 1,100円 

     (ｸ) 工場等の用途に供する部分で床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 1,400円 

  ３ 

    省略 

  11 

 

 

～ 
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     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,000円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 2,000円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 3,000円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 5,000円 

    オ 工場 

     (ｱ) 床面積の合計が30平方メートル以下のもの 1,000円 

     (ｲ) 床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 1,000円 

     (ｳ) 床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 1,000円 

     (ｴ) 床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 1,000円 

    カ その他の建築物 

     (ｱ) 工場以外で床面積の合計が30平方メートル以下のもの 2,000円 

 

     (ｲ) 工場以外で床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 2,000円 

 

     (ｳ) 工場以外で床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 3,000円 

 

     (ｴ) 工場以外で床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 5,000円 

 

     (ｵ) 工場で床面積の合計が30平方メートル以下のもの 1,000円 

     (ｶ) 工場で床面積の合計が30平方メートルを超え、100平方メートル以下のもの 1,000円 

 

     (ｷ) 工場で床面積の合計が100平方メートルを超え、200平方メートル以下のもの 1,000円 

 

     (ｸ) 工場で床面積の合計が200平方メートルを超えるもの 2,000円 

  ３ 

    省略 

  11 

 

 

～ 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例  

 

 

 

（乳児等通園支援事業所の職員の一般的要件） 

第10条 乳児等通園支援事業所の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観

を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及

び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

（乳児等通園支援事業所の職員の知識及び技能の向上等） 

第11条 乳児等通園支援事業所の職員は、常に自己研さんに励み、法に定める事業の

目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければな

らない。 

２ 省略 

 

（虐待等の禁止） 

第14条 乳児等通園支援事業所の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の10第１項各

号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはな

らない。 

 

（乳児等通園支援事業所内部の規程） 

第17条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

(1) 

省略 

(5) 

(6) 利用定員 

(7) 

省略 

(10) 

(11) 前各号に掲げるもののほか、乳児等通園支援事業の運営に関し市長が必要と認

める事項 

 

（秘密保持等） 

第19条 乳児等通園支援事業所の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 省略 

 

（乳児等通園支援事業の区分） 

第21条 省略 

議案第22号 
参   考 
 
 
 

～ 

～ 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件） 

第10条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観

を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及

び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

（乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第11条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研さんに励み、法に定める事業の

目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければな

らない。 

２ 省略 

 

（虐待等の防止） 

第14条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の10第１項各

号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはな

らない。 

 

（乳児等通園支援事業所内部の規程） 

第17条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

(1) 

省略 

(5) 

(6) 乳児又は幼児の区分ごとの利用定員 

(7) 

省略 

(10) 

(11) 前各号に掲げるもののほか、乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 

 

 

（秘密保持等） 

第19条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 省略 

 

（乳児等通園支援事業の区分） 

第21条 省略 

～ 
～ 
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２ 省略 

３ この章において「余裕活用型乳児等通園支援事業」とは、保育所、認定こども園

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18年法律第77号。以下「認定こども園法」という｡)第２条第６項に規定する認定こ

ども園をいい、保育所であるものを除く。以下同じ｡)又は家庭的保育事業等（居宅

訪問型保育事業を除く。以下同じ｡)を行う事業所において、当該施設又は事業を利

用する児童の数（以下この項において「利用児童数」という｡)がその施設又は事業

に係る利用定員（子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第27条第１項又は

第29条第１項の確認において定める利用定員をいう｡)の総数に満たない場合であっ

て、当該利用定員の総数から当該利用児童数を除いた数以下の数の乳幼児を対象と

して行う乳児等通園支援事業をいう。 

 

（職員） 

第23条 省略 

（設備及び職員の基準の特例） 

第23条の２ 子ども・子育て支援法第30条第１項第４号に規定する特例保育を行う事

業者が、当該特例保育を行う事業所において一般型乳児等通園支援事業を行う場合

には、前２条の規定は適用しない。 

 

（準用） 

第27条 第24条及び第25条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業について準用す

る。 

 

 

第３章 雑則 

（電磁的記録） 

第28条 乳児等通園支援事業者及びその乳児等通園支援事業所の職員は、記録、作成

その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ｡)で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう｡)により行うことができる。 
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２ 省略 

３ この章において「余裕活用型乳児等通園支援事業」とは、保育所、認定こども園 

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18

年法律第77号。以下「認定こども園法」という｡)第２条第６項に規定する認定こど

も園をいい、保育所であるものを除く。以下同じ｡)又は家庭的保育事業等（居宅訪

問型保育事業を除く。以下同じ｡)を行う事業所において、当該施設又は事業を利用

する児童の数（以下この項において「利用児童数」という｡)がその施設又は事業に

係る利用定員の総数に満たない場合であって、当該利用定員の総数から当該利用児

童数を除いた数以下の数の乳幼児を対象として行う乳児等通園支援事業をいう。 

 

 

 

（職員） 

第23条 省略 

 

 

 

 

 

（準用） 

第27条 第24条及び第25条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業について準用す

る。この場合において、第24条中「一般型乳児等通園支援事業」とあるのは「余裕

活用型乳児等通園支援事業」と、第25条中「一般型乳児等通園支援事業を行う者」

とあるのは「余裕活用型乳児等通園支援事業を行う者」とする。 

第３章 雑則 

（電磁的記録） 

第28条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ｡)で行うことが規定され

ている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう｡)

により行うことができる。 
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新  旧  条  文 

例規名 

新   条   文 

 

     島田市老人デイサービスセンター条例  

 

 

 

（名称及び位置） 

第２条 老人デイサービスセンター（以下「センター」という｡)の名称及び位置は、

次のとおりとする。 

名 称 位 置 

島田市北部デイサービスセンター 

 

島田市神座397番地の１ 

 

省略 

（実施事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

 

(1)  

   省略 

 (9)  

 

（休所日） 

第12条 センターの休所日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者は、特に必要

があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、臨時に開所し、又は休所す

ることができる。 

(1) 日曜日 

(2) 12月29日から翌年の１月３日までの日 

 

 

 

 

 

 

 

２ 省略 

議案第23号 
参   考 
 
 
 

～ 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（名称及び位置） 

第２条 老人デイサービスセンター（以下「センター」という｡)の名称及び位置は、

次のとおりとする。 

名 称 位 置 

島田市北部デイサービスセンター 島田市神座397番地の１ 

島田市伊久身デイサービスセンター 島田市伊久美3300番地 

省略 

（実施事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。ただし、島田市伊久身デイサービスセ

ンターにおいては、第７号に掲げる事業は行わない。 

(1)  

   省略 

 (9)  

 

（休所日） 

第12条 センターの休所日は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる日とする。ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あ

らかじめ市長の承認を得て、臨時に開所し、又は休所することができる。 

区分 休所日 

島田市北部デイサービスセン

ター 

島田市川根デイサービスセン

ター 

(1) 日曜日 

(2) 12月29日から翌年の１月３日までの日 

島田市伊久身デイサービスセ

ンター 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律

第178号）に規定する休日 

(3) 12月29日から翌年の１月３日までの日 

２ 省略 

～ 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市介護保険条例  

 

 

 

附 則 

１ 

省略 

12 

（令和８年度の保険料率の算定に関する所得の額の算定方法の特例） 

13 第１号被保険者（令和８年度分の保険料の賦課期日において市内に住所を有しな

い者を除き、同年度分の地方税法の規定による市町村民税の賦課期日において市内

に住所を有する者（同法第294条第３項の規定により市の住民基本台帳に記録され

ている者とみなされた者を含む｡)に限る。以下この項から附則第16項までにおいて

同じ｡)のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者（同年中の給

与等（所得税法第28条第１項に規定する給与等をいう。以下同じ｡)の収入金額が55

万1,000円以上65万1,000円未満である者に限る｡)の令和８年度における保険料率の

算定についての第４条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第10号

ア、第11号ア及び第12号アに係る部分に限る｡)の規定の適用については、同項第６

号ア中「地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第13号に規定する合計所

得金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項若しくは第２

項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条

の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、当該合計

所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当

該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下「合計所得金額」とい

う｡)」とあるのは、「合計所得金額（地方税法第292条第１項第13号に規定する合

計所得金額をいい、当該合計所得金額に所得税法第28条第１項に規定する給与所得

が含まれている場合には、当該給与所得の金額については、同条第２項の規定に

よって計算した金額に令和７年中の同条第１項に規定する給与等の収入金額から55

万円を控除して得た額を加えた額によるものとし、租税特別措置法による特別控除

の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別

控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とす

る。以下同じ｡)」とする。 

14 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者

（同年中の給与等の収入金額が65万1,000円以上161万9,000円未満である者に限

る｡)の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項（第６号ア、第

７号ア、第８号ア、第９号ア、第10号ア、第11号ア及び第12号アに係る部分に限

る｡)の規定の適用については、同項第６号ア中「地方税法（昭和25年法律第226

号）第292条第１項第13号に規定する合計所得金額（租税特別措置法（昭和32年法

律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、

議案第24号 
参   考 
 
 
 

～ 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

附 則 

１ 

省略 

12 

 

～ 
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第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36

条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定

する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、

零とする。以下「合計所得金額」という｡)」とあるのは、「合計所得金額（地方税

法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所得

税法第28条第１項に規定する給与所得が含まれている場合には、当該給与所得の金

額については、同条第２項の規定によって計算した金額に10万円を加えた額による

ものとし、租税特別措置法による特別控除の適用がある場合には、当該合計所得金

額から令第22条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計

所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下同じ｡)」とする。 

15 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者

（同年中の給与等の収入金額が161万9,000円以上190万円未満である者に限る｡)の

令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項（第６号ア、第７号

ア、第８号ア、第９号ア、第10号ア、第11号ア及び第12号アに係る部分に限る｡)の

規定の適用については、同項第６号ア中「地方税法（昭和25年法律第226号）第292

条第１項第13号に規定する合計所得金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）

第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３

第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定の

適用がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別控

除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。

以下「合計所得金額」という｡)」とあるのは、「合計所得金額（地方税法第292条

第１項第13号に規定する合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所得税法第28条

第１項に規定する給与所得が含まれている場合には、当該給与所得の金額について

は、同条第２項の規定によって計算した金額に65万円から令和７年給与所得控除額

（令和７年中の所得税法第28条第１項に規定する給与等の収入金額から、当該給与

等の収入金額を所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）第１条の

規定による改正前の所得税法別表第５の給与等の金額として、同表により当該金額

に応じて求めた同表の給与所得控除後の給与等の金額を控除して得た額をいう｡)を

控除して得た額を加えた額によるものとし、租税特別措置法による特別控除の適用

がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の２第２項に規定する特別控除額

を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下

同じ｡)」とする。 

（令和８年度の保険料率の算定に関する基準の特例） 

16 第１号被保険者の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項の

規定の適用については、当該第１号被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯

員のうちに、第１号に掲げる者に該当し、かつ、第２号又は第３号に掲げる者のい

ずれかに該当する者があるときは、当該該当する者は、同年度分の地方税法の規定

による市町村民税が課されている者とみなす。 

(1) 令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者（令和８年度分の保険料

の賦課期日において市内に住所を有しない者を除く｡)であって、同年度分の地方
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税法の規定による市町村民税の賦課期日において市内に住所を有するもの（同法

第294条第３項の規定により市の住民基本台帳に記録されている者とみなされた

者を含む｡) 

(2) 地方税法第295条第１項第２号に掲げる者に該当し、かつ、令和８年度分の同

法の規定による市町村民税が課されていない者であって、次のアからウまでに掲

げる場合のいずれかに該当するもの 

ア 令和７年中の給与等の収入金額が55万1,000円以上65万1,000円未満であり、

かつ、135万円から同年の合計所得金額を控除して得た額が、同年中の給与等

の収入金額から55万円を控除して得た額以下である場合 

イ 令和７年中の給与等の収入金額が65万1,000円以上161万9,000円未満であ

り、かつ、135万円から同年の合計所得金額を控除して得た額が10万円以下で

ある場合 

ウ 令和７年中の給与等の収入金額が161万9,000円以上190万円未満であり、か

つ、135万円から同年の合計所得金額を控除して得た額が、65万円から、同年

中の給与等の収入金額から当該給与等の収入金額を所得税法等の一部を改正す

る法律（令和７年法律第13号）第１条の規定による改正前の所得税法別表第５

（以下「別表第５」という｡)の給与等の金額として、別表第５により当該金額

に応じて求めた別表第５の給与所得控除後の給与等の金額を控除して得た額を

控除して得た額以下である場合 

(3) 地方税法第295条第１項各号に掲げる者に該当せず、かつ、令和８年度分の同

法の規定による市町村民税が課されていない者であって、次のアからウまでに掲

げる場合のいずれかに該当するもの 

ア 令和７年中の給与等の収入金額が55万1,000円以上65万1,000円未満であり、

かつ、地方税法第295条第３項に規定する政令で定める基準に従い市の条例で

定める金額から同年の合計所得金額を控除して得た額が、同年中の給与等の収

入金額から55万円を控除して得た額以下である場合 

イ 令和７年中の給与等の収入金額が65万1,000円以上161万9,000円未満であ

り、かつ、地方税法第295条第３項に規定する政令で定める基準に従い市の条

例で定める金額から同年の合計所得金額を控除して得た額が10万円以下である

場合 

ウ 令和７年中の給与等の収入金額が161万9,000円以上190万円未満であり、か

つ、地方税法第295条第３項に規定する政令で定める基準に従い市の条例で定

める金額から同年の合計所得金額を控除して得た額が、65万円から、同年中の

給与等の収入金額から当該給与等の収入金額を別表第５の給与等の金額とし

て、別表第５により当該金額に応じて求めた別表第５の給与所得控除後の給与

等の金額を控除して得た額を控除して得た額以下である場合 

17 第１号被保険者の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項の

規定の適用については、当該第１号被保険者が前項第１号に掲げる者に該当し、か

つ、同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれかに該当するときは、当該第１号被

保険者は、同年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されている者とみな
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市訪問看護事業に関する条例  

 

 

 

別表（第４条関係） 

項目 区分 金額 

保険適用外事

業利用料 

利用時間が30分未満

であるとき。 

利用が日中（午前８時

から午後６時までの間

をいう。以下同じ｡)に

開始されたとき。 

5,289円 

 

利用が早朝（午前６時

から午前８時までの間

をいう。以下同じ｡)又

は夜間（午後６時から

午後10時までの間をい

う。以下同じ｡)に開始

されたとき。 

6,615円 

 

利用が深夜（午後10時

から翌日の午前６時ま

での間をいう。以下同

じ｡ )に開始されたと

き。 

7,940円 

 利用時間が30分以上

１時間未満であると

き。 

利用が日中に開始され

たとき。 

9,243円 

 利用が早朝又は夜間に

開始されたとき。 

11,556円 

 利用が深夜に開始され

たとき。 

13,870円 

 

利用時間が１時間以

上であるとき。 

利用が日中に開始され

たとき。 

12,668円に利用

時間が30分増す

ごとに 3,369円

を加えた額 

 

利用が早朝又は夜間に

開始されたとき。 

15,835円に利用

時間が30分増す

ごとに 3,369円

を加えた額 

 利用が深夜に開始され

たとき。 

19,002円に利用

時間が30分増す

議案第25号 
参   考 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

別表（第４条関係） 

項目 区分 金額 

保険適用外事

業利用料 

利用時間が30分未満

であるとき。 

利用が日中（午前８時

から午後６時までの間

をいう。以下同じ｡)に

開始されたとき。 

4,320円 

 

利用が早朝（午前６時

から午前８時までの間

をいう。以下同じ｡)又

は夜間（午後６時から

午後10時までの間をい

う。以下同じ｡)に開始

されたとき。 

5,400円 

 

利用が深夜（午後10時

から翌日の午前６時ま

での間をいう。以下同

じ｡ )に開始されたと

き。 

6,480円 

 利用時間が30分以上

１時間未満であると

き。 

利用が日中に開始され

たとき。 

8,640円 

 利用が早朝又は夜間に

開始されたとき。 

10,800円 

 利用が深夜に開始され

たとき。 

12,960円 

 

利用時間が１時間以

上であるとき。 

利用が日中に開始され

たとき。 

11,880円に利用

時間が30分増す

ごとに 3,240円

を加えた額 

 

利用が早朝又は夜間に

開始されたとき。 

14,040円に利用

時間が30分増す

ごとに 3,240円

を加えた額 

 利用が深夜に開始され

たとき。 

16,200円に利用

時間が30分増す
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ごとに 3,369円

を加えた額 

省略 

死後処置料  15,835円 

取消料 
省略 

利用する日の当日に取消しの申出があったと

き（規則で定める場合を除く｡)。 

当該利用料の額

（第３条第１号

から第３号まで

に掲げる事業の

場 合 に あ っ て

は、第４条第１

項第１号アから

エまでに規定す

る費用の額）に

２分の１を乗じ

た額（１円未満

の端数があると

きは、その端数

を 切 り 捨 て た

額） 

交通費 省略 

利用者の居宅等が市外にあり、島田市訪問看

護ステーションから当該居宅等までの距離が

10キロメートル未満であるとき。 

473円 

利用者の居宅等が市外にあり、島田市訪問看

護ステーションから当該居宅等までの距離が

10キロメートル以上のとき。 

709円に５キロ

メートル増すご

とに 236円を加

えた額 

省略 
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ごとに 3,240円

を加えた額 

省略 

死後処置料  10,800円 

取消料 
省略 

利用する日の当日に取消しの申出があったと

き（規則で定める場合を除く｡)。 

当該事業を利用

したとした場合

に納入すること

となる利用料の

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通費 省略 

利用者の居宅等が市外にあり、島田市訪問看

護ステーションから当該居宅等までの距離が

10キロメートル未満であるとき。 

432円 

利用者の居宅等が市外にあり、島田市訪問看

護ステーションから当該居宅等までの距離が

10キロメートル以上のとき。 

648円に５キロ

メートル増すご

とに 216円を加

えた額 

省略 
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- 1 - 

新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市立学校施設の使用に関する条例  

 

 

 

別表第１（第２条関係） 

学校施設 区分 学校名 摘要 

屋内運動場 

省略 

フ ロ ア

（小型） 
省略 

島田市立初倉南小学校  

   

  

  

  

省略 

備考 省略 

別表第２（第６条関係） 

１ 施設使用料 

使用区分 単位 

使用時間及び使用料 

午前 午後 夜間 全日 

午 前 ８ 時

か ら 正 午

まで 

午 後 １ 時

か ら 午 後

５時まで 

午 後 ５ 時

か ら 午 後

９時まで 

午 前 ８ 時

か ら 午 後

９時まで 

屋内運動

場 

フロア（大型） 全面 2,200円 2,200円 4,400円 8,800円 

フロア（中型） 全面 1,100円 1,100円 2,200円 4,400円 

フロア（小型） 全面 550円 550円 1,100円 2,200円 

武道場 １面 430円 430円 430円 1,310円 

卓球室等 １室 430円 430円 430円 1,310円 

会議室 １室 150円 150円 150円 460円 

備考 

１ 屋内運動場のうちフロア（大型）又はフロア（中型）について、フロアの面

積の２分の１を使用する場合の施設使用料の額は、使用区分及び使用時間に応

じて定められた使用料の額の50パーセントに相当する額とする。 

２ 屋内運動場の夜間の使用時間について、教育委員会が特に必要があると認め

議案第26号 
参   考 
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 （最終印刷日時：2026/01/23 午後 9 時 20 分） 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係） 

学校施設 区分 学校名 摘要 

屋内運動場 

省略 

フ ロ ア

（小型） 
省略 

島田市立初倉南小学校  

ス テ ー

ジ等 

島田市立六合小学校  

島田市立六合東小学校  

島田市立初倉小学校  

島田市立初倉南小学校  

省略 

備考 省略 

別表第２（第６条関係） 

使用区分 単位 

使用時間及び使用料 

午前 午後 夜間 全日 

午前８時から

正午まで 

午後１時から

午後５時まで 

午後５時から

午後９時まで 

午前８時から

午後９時まで 

屋
内
運
動
場 

フロア（大型） 全面 2,200円 2,200円 4,400円 8,800円 

フロア（中型） 全面 1,100円 1,100円 2,200円 4,400円 

フロア（小型） 全面 550円 550円 1,100円 2,200円 

ステージ等 全面 360円 360円 360円 1,100円 

武道場 １面 430円 430円 430円 1,310円 

卓球室等 １室 430円 430円 430円 1,310円 

会議室 １室 150円 150円 150円 460円 

備考 

１ 屋内運動場のうちフロア（大型）又はフロア（中型）について、フロアの面

積の２分の１を使用する場合の使用料の額は、使用区分及び使用時間に応じて

定められた使用料の額の50パーセントに相当する額とする。 

２ 屋内運動場の夜間の使用時間について、教育委員会が特に必要があると認め

るときは、午後５時から午後７時まで及び午後７時から午後９時までとするこ
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るときは、午後５時から午後７時まで及び午後７時から午後９時までとするこ

とができる。この場合における施設使用料の額は、使用区分、使用時間及び使

用する面積に応じて定められた使用料の額の50パーセントに相当する額とす

る。 

３ 武道場の項単位の欄中「１面」とは、柔道又は剣道の試合場の１面をいう。 

２ 冷暖房使用料 

使用区分 

使用時間及び使用料 

午前 午後 夜間 全日 

午前８時か

ら正午まで 

午後１時か

ら午後５時

まで 

午後５時か

ら午後９時

まで 

午前８時か

ら午後９時

まで 

屋内運動

場 

フロア（大型） 12,000円 12,000円 12,000円 39,000円 

フロア（中型） 12,000円 12,000円 12,000円 39,000円 

フロア（小型） 6,000円 6,000円 6,000円 19,500円 

備考 

１ 屋内運動場のうちフロア（大型）及びフロア（中型）について、フロアの面

積の２分の１を使用する場合の冷暖房使用料の額は、この表に定められた使用

料の額の50パーセントに相当する額とする。 

２ 屋内運動場の夜間の使用時間について、教育委員会が特に必要があると認め

るときは、午後５時から午後７時まで及び午後７時から午後９時までとするこ

とができる。この場合における冷暖房使用料の額は、この表に定められた使用

料の額の50パーセントに相当する額とする。 

３ この表は、屋内運動場に冷暖房設備を有する学校施設に適用する。 
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とができる。この場合における使用料の額は、使用区分、使用時間及び使用す

る面積に応じて定められた使用料の額の50パーセントに相当する額とする。 

３ 武道場の項単位の欄中「１面」とは、柔道又は剣道の試合場の１面をいう。 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市水道事業給水条例  

 

 

 

別表（第31条関係） 

１ 基本料金 

種別 メーターの口径 金額 

普通給水 

臨時給水 

浴場営業用給水 

13ミリメートル 935円 

20ミリメートル 1,265円 

25ミリメートル 1,870円 

30ミリメートル 2,640円 

40ミリメートル 4,235円 

50ミリメートル 6,710円 

75ミリメートル 13,915円 

100ミリメートル 23,870円 

150ミリメートル 53,460円 

２ 従量料金 

種別 
金額（１立方メートルにつき） 

10立方メートルまで 10立方メートルを超える分 

普通給水 

臨時給水 

22円 148.7円 

浴場営業用給水 22円 49.6円 

 

 

議案第27号 
参   考 
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対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

別表（第31条関係） 

１ 基本料金 

種別 メーターの口径 金額 

普通給水 

臨時給水 

浴場営業用給水 

13ミリメートル及び20ミリメートル 

  

1,045円 

25ミリメートル 1,155円 

30ミリメートル 1,540円 

40ミリメートル 2,035円 

50ミリメートル 3,245円 

75ミリメートル 5,500円 

100ミリメートル 8,580円 

150ミリメートル 18,700円 

２ 従量料金 

種別 
金額（１立方メートルにつき） 

10立方メートルまで 10立方メートルを超える分 

普通給水 

臨時給水 

22円 143円 

浴場営業用給水 22円 47.3円 
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